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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディジタル・コンテンツを表す符号化データのビットストリームに透かし支援データを
挿入する方法であって、置換する対象の符号化データを識別する識別データを前記符号化
データのビットストリームに挿入し、少なくとも１つの置換データを、置換する対象の符
号化データ毎に挿入する工程を含み、
　前記方法は、前記置換データによって置換される対象の前記符号化データを置換するや
り方を規定するフォーマット・データを前記符号化データのビットストリームに挿入する
工程を更に含む方法。
【請求項２】
　請求項１記載の方法であって、前記フォーマット・データは、置換データの数を規定す
る方法。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の方法であって、前記フォーマット・データは、前記置換データ
のフォーマットを規定する方法。
【請求項４】
　請求項１乃至３の何れか一項に記載の方法であって、前記フォーマット・データは、前
記符号化データを表す検査データを規定する方法。
【請求項５】
　請求項４記載の方法であって、前記検査データは、置換する対象の前記符号化データか
ら計算される巡回冗長度検査である方法。
【請求項６】
　請求項４記載の方法であって、前記検査データは、置換する対象の前記符号化データで
ある方法。
【請求項７】
　請求項３記載の方法であって、前記フォーマットは、前記識別データが、置換する対象
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の前記符号化データの先頭を識別する絶対アドレスである方法。
【請求項８】
　請求項３記載の方法であって、前記符号化データのビットストリームが伝送パケットに
カプセル化され、前記フォーマットは、前記識別データが、置換する対象の前記符号化デ
ータの先頭に対するオフセット値、及び置換する対象の前記符号化データを含む伝送パケ
ットを識別するデータを含むことを規定する方法。
【請求項９】
　請求項１乃至８の何れか一項に記載の方法であって、前記識別データ、前記置換符号化
データ、及び前記フォーマット・データは、補助拡張情報メッセージのフォーマットで前
記符号化データのビットストリームに挿入される方法。
【請求項１０】
　ディジタル・コンテンツを表す、符号化データのビットストリームであって、
　置換する対象の符号化データを識別する識別データと、
　置換する対象の符号化データ毎の少なくとも１つの置換データとを含み、　
　前記符号化データのビットストリームは、前記ビットストリームが、前記置換データに
よって置換する対象の前記符号化データを置換するやり方を規定するフォーマット・デー
タを更に含む、符号化データのビットストリーム。
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